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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 2,608 3.1 128 － 121 － 113 －

2024年３月期第３四半期 2,528 － △4 － △17 － △19 －

（注）包括利益 2025年３月期第３四半期 113百万円（－％） 2024年３月期第３四半期 △19百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第３四半期 79.02 －

2024年３月期第３四半期 △14.97 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第３四半期 2,282 955 41.9

2024年３月期 2,378 853 35.9

（参考）自己資本 2025年３月期第３四半期 955百万円 2024年３月期 853百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － － － 15.00 15.00

2025年３月期 － － －

2025年３月期（予想） 30.00 30.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,800 10.1 250 184.1 235 221.9 176 38.6 123.17

１．2025年３月期第３四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年12月31日）

１．2024年３月期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。

２．2025年３月期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載

しておりません。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

２．2024年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれております。詳細は、後述の「資本剰余金を原資とする配

当金の内訳」をご覧ください。

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

（注）１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

２．当社は年次での業務管理を行っておりますので、第３四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しておりま

す。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年３月期３Ｑ 1,446,600株 2024年３月期 1,435,300株

②  期末自己株式数 2025年３月期３Ｑ 6,495株 2024年３月期 6,385株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期３Ｑ 1,434,773株 2024年３月期３Ｑ 1,312,168株

基準日 期末 合計

1株当たり配当金 15円00銭 15円00銭

配当金総額 21百万円 21百万円

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用　：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更          ：有

②  ①以外の会計方針の変更                        ：無

③  会計上の見積りの変更                          ：無

④  修正再表示                                    ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、決算短信（添付資料）２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想な

どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法）

本四半期決算短信公表時にあわせて公表いたします。

（資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳）

2024年3月期末の普通株式の配当の内、資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳は、以下の通りです。

(注）純資産減少割合：0.016
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結会計期間より報告セグメントの名称を「採用支援事業」から「人財ソリューション事業」に変

更しております。なお、この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はありません。同

時に表示順序についても変更をしております。詳細は2025年２月14日公表の「報告セグメントの名称及び記載順の

変更に関するお知らせ」をご参照ください。

　当第３四半期連結累計期間（2024年４月１日～2024年12月31日）における我が国経済は、賃上げやインバウンド

需要増による消費の持ち直しや日経平均株価の史上最高値更新など回復基調にあるものの、インフレと金利上昇な

どの課題が依然としてあり、エネルギー価格の高騰、サプライチェーンの混乱、中国経済の消費者需要の低迷や地

政学リスクの高まりなどを受けて日本経済の不透明感につながっている状況です。また、国内の雇用情勢は、全国

有効求人倍率は1.25倍（厚生労働省「令和６年11月　一般職業紹介状況」）と高水準にあり、社会活動における人

材不足が継続している状況です。

　このような環境のもと、人財ソリューション事業では、企業の採用意欲は旺盛な状態が継続しており、引き合い

が増加傾向にある高利益率の対面型合同企業説明会の販売及び新卒及び経験者（中途）採用の採用代行業務の提案

活動を積極的に展開しました。また、教育機関と連携しながら外国人留学生を含む人材紹介サービスの拡販や業務

提携先の株式会社プロネクサスとの共同提案を加速させました。

　教育機関支援事業は、入試広報部門へのＷｅｂプロモーションやイベント運営業務に注力したほか、募集ニーズ

が増加傾向にある外国人留学生募集関連のマッチングイベント企画やプロモーションやツール制作の拡販に注力し

ました。また、入試広報部門以外からのアウトソーシング案件の提案も加速させました。

　プロモーション支援事業では自社の業務代行機能活用による収益の最大化とデジタルとアナログを組み合わせた

集客プロモーションの拡販に向け、SNS広告を中心に最適な広告内容と配信手段でトータルにアウトソーシング頂

けるWeb広告運営体制を整備し、前連結会計年度に実施したワクチン接種会場運営などの官公庁大口受託案件の補

完に努めました。また、全体の販管費の抑制による合理化施策を並行して実施しました。

　その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,608百万円（前年同四半期比3.1％増）、営業利益は

128百万円（前年同四半期は営業損失4百万円）、経常利益は121百万円（前年同四半期は経常損失17百万円）、親

会社株主に帰属する四半期純利益は113百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失19百万円）と

なりました。

　なお、当社グループは業績の季節変動要因を抱えています。人財ソリューション事業は、新卒の就職活動時期に

合わせたサービス展開をしているため、第４四半期に売上が集中する傾向にあります。また、教育機関支援事業

は、進学説明会の開催や学校のプロモーション活動が増加する上半期に売上が集中する傾向にあります。

　上記の要因に伴い、連結会計年度においては第４四半期連結会計期間に売上のピークを見込んでおります。

　当第３四半期連結累計期間における、事業セグメント別の業績は、以下のとおりです。

（人財ソリューション事業）

　人財ソリューション事業においては、高利益率の対面型合同企業説明会の販売が堅調に推移したことで事業全体

での高収益化に大きく寄与しました。また、採用代行業務が伸長したほか、株式会社プロネクサスと共同提案した

クリエイティブ案件も業績に寄与しました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間（2024年４月１日～2024年12月31日）の人財ソリューション事業におきま

しては、売上高は890百万円（前年同四半期比9.3％増）、セグメント利益は81百万円（前年同四半期比367.6％

増）となりました。

（教育機関支援事業）

　教育機関支援事業は、入試広報部門のクリエイティブ、Ｗｅｂプロモーション案件が堅調に推移したほか、外国

人留学生募集関連の企画及びクリエイティブ案件が伸長しました。

　当第３四半期連結累計期間（2024年４月１日～2024年12月31日）の教育機関支援事業におきましては、売上高は

916百万円（前年同四半期比13.0％増）、セグメント利益は89百万円（前年同四半期比106.5％増）となりました。

（プロモーション支援事業）

　プロモーション支援事業においては、デジタル広告と自社の業務代行機能による発送代行、ポスティング等が伸
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長しましたが、前連結会計年度に実施されたワクチン接種会場運営などの官公庁大口受託案件の急激な減少を補完

するには至らず、セグメント損失が生じています。一方、Ｗｅｂ応募システム拡販の施策が一定の効果があったこ

とに加え、利益効率の高い自社の業務代行機能の活用施策が奏功、全体の販管費抑制の効果もあり、営業損失は前

連結会計年度同時期比よりも改善しました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間（2024年４月１日～2024年12月31日）は、売上高は801百万円、（前年同

四半期比11.3％減）セグメント損失は32百万円（前年同四半期はセグメント損失64百万円）となりました。

（２）財政状態に関する説明

（流動資産）

　当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末と比べ118百万円減少し、2,006百万

円となりました。これは主に、現金及び預金の増加18百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少204百万円、

仕掛品の増加59百万円によるものです。

（固定資産）

　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末と比べ23百万円増加し、273百万円

となりました。これは主に、有形固定資産の増加８百万円、無形固定資産の増加３百万円、差入保証金の増加17百

万円、繰延税金資産の減少５百万円によるものです。

（繰延資産）

　当第３四半期連結会計期間末における繰延資産の残高は、前連結会計年度末と比べ０百万円減少し、１百万円と

なりました。これは主に、社債発行費の減少０百万円によるものです。

（流動負債）

　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末と比べ128百万円減少し、968百万円

となりました。これは主に、短期借入金の減少130百万円、１年内償還予定社債の減少32百万円、買掛金の減少９

百万円、前受金の増加33百万円によるものです。

（固定負債）

　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末と比べ69百万円減少し、358百万円

となりました。これは主に、社債の減少32百万円、長期借入金の減少38百万円によるものです。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末と比べ102百万円増加し、955百万円と

なりました。これは主に、資本金の減少146百万円、資本剰余金の減少70百万円、利益剰余金の増加319百万円によ

るものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当第３四半期連結累計期間では、各事業セグメントとも想定通りに推移をしており、2024年５月15日に公表した

通期の業績予想は据え置く判断をしています。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,435,893 1,454,525

受取手形、売掛金及び契約資産 567,001 362,045

電子記録債権 17,177 21,858

仕掛品 26,611 86,447

貯蔵品 5,847 11,702

前払費用 41,961 45,133

その他 30,874 25,447

貸倒引当金 △387 △280

流動資産合計 2,124,981 2,006,881

固定資産

有形固定資産 6,904 15,088

無形固定資産 12,062 15,377

投資その他の資産

投資有価証券 21,084 21,046

差入保証金 153,537 171,422

繰延税金資産 56,777 50,911

その他 8,839 8,839

貸倒引当金 △8,839 △8,839

投資その他の資産合計 231,399 243,379

固定資産合計 250,366 273,846

繰延資産

社債発行費 2,652 1,882

繰延資産合計 2,652 1,882

資産合計 2,378,000 2,282,609

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2024年12月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 290,808 281,231

短期借入金 530,000 400,000

１年内償還予定の社債 64,000 32,000

１年内返済予定の長期借入金 84,297 103,052

未払法人税等 8,613 4,345

前受金 10,678 44,157

未払消費税等 31,621 22,741

未払金 46,814 43,566

その他 29,893 37,167

流動負債合計 1,096,726 968,260

固定負債

社債 136,000 104,000

長期借入金 76,160 37,930

長期未払金 133,000 133,000

退職給付に係る負債 82,415 83,532

固定負債合計 427,575 358,462

負債合計 1,524,302 1,326,723

純資産の部

株主資本

資本金 201,582 55,152

資本剰余金 802,718 732,152

利益剰余金 △145,038 174,199

自己株式 △6,427 △6,427

株主資本合計 852,835 955,077

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 862 808

その他の包括利益累計額合計 862 808

純資産合計 853,697 955,886

負債純資産合計 2,378,000 2,282,609
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

売上高 2,528,804 2,608,373

売上原価 1,419,293 1,376,807

売上総利益 1,109,511 1,231,566

販売費及び一般管理費 1,114,035 1,103,202

営業利益又は営業損失（△） △4,524 128,363

営業外収益

受取利息 19 92

受取配当金 18 23

受取補償金 409 409

受取手数料 - 202

その他 220 192

営業外収益合計 668 920

営業外費用

支払利息 11,215 6,587

株式交付費 1,859 －

社債利息 67 －

その他 217 713

営業外費用合計 13,361 7,300

経常利益又は経常損失（△） △17,216 121,983

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△17,216 121,983

法人税、住民税及び事業税 2,424 2,762

法人税等調整額 - 5,850

法人税等合計 2,424 8,613

四半期純利益又は四半期純損失（△） △19,641 113,369

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△19,641 113,369

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△） △19,641 113,369

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 123 53

その他の包括利益合計 123 53

四半期包括利益 △19,518 113,423

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △19,518 113,423

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正 会

計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の

包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取

扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。）第65－２

項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期財務諸表へ

の影響はありません。

人財ソリューション

事業
教育機関支援事業

プロモーション支援

事業
計

一定期間にわたって移転

される財又はサービス
225 3,196 4,815 8,236

一時点で移転される財ま

たはサービス
813,958 807,734 898,874 2,520,567

外部顧客への売上高 814,183 810,931 903,689 2,528,804

人財ソリューション

事業　※
教育機関支援事業

プロモーション支援

事業
計

一定期間にわたって移転

される財又はサービス
260 2,760 4,455 7,475

一時点で移転される財ま

たはサービス
889,944 913,873 797,080 2,600,898

外部顧客への売上高 890,204 916,634 801,535 2,608,373

（収益認識関係）

　収益認識の時期別及び契約形態別に分解した金額は、以下のとおりであります。

　前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

（単位：千円）

　当第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

（単位：千円）

※注：当第３四半期連結会計期間より報告セグメントの名称を「採用支援事業」から「人財ソリューション事業」に変更

しております。なお、この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はありません。ま

た、表示順序についても変更をしております。
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（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

人財ソリュー
ション事業

教育機関支援
事業

プロモーショ
ン支援事業

計

売上高

外部顧客への売上高 814,183 810,931 903,689 2,528,804 － 2,528,804

セグメント間の内部売

上高又は振替高
8,129 － 93,717 101,846 △101,846 －

計 822,312 810,931 997,407 2,630,651 △101,846 2,528,804

セグメント利益又は損失

（△）
17,404 43,429 △64,115 △3,281 △1,243 △4,524

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）２

人財ソリュー
ション事業

教育機関支援
事業

プロモーショ
ン支援事業

計

売上高

外部顧客への売上高 890,204 916,634 801,535 2,608,373 － 2,608,373

セグメント間の内部売

上高又は振替高
20,035 － 82,898 102,933 △102,933 －

計 910,239 916,634 884,433 2,711,307 △102,933 2,608,373

セグメント利益又は損失

（△）
81,389 89,723 △32,278 138,833 △10,470 128,363

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,243千円には、セグメント間取引消去△315千円及び棚卸資産の

調整額△927千円が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又は損失（△）の調整額△10,470千円には、セグメント間取引消去△9,292千円及び棚卸資

産の調整額△1,177千円が含まれております。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．当第３四半期連結会計期間より報告セグメントの名称を「採用支援事業」から「人財ソリューション事業」

に変更しております。なお、この変更はセグメント名称の変更であり、セグメント情報に与える影響はあり

ません。また、表示順序についても変更をしております。詳細は2025年２月14日公表の「報告セグメントの

名称及び記載順の変更に関するお知らせ」をご参照ください。

また、これに伴い前第３四半期連結累計期間のセグメント情報も変更後の名称、順序で表示しております。

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 21,433千円 資本剰余金 15円 2024年３月31日 2024年６月27日

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

１　配当金支払額

２　基準日が当第３四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

３　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年６月26日開催の第35期定時株主総会の決議に基づき、2024年８月１日付で資本金151,582

千円を減少し、その他資本剰余金に振り替えております。また、同日付で資本準備金306,303千円を減少

し、その他資本剰余金に振り替えております。この資本金及び資本準備金の額の減少の効力が発生すること

を条件として、その他資本剰余金205,867千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損補填に充当しておりま

す。

　また、2024年８月９日に取締役等に対する譲渡制限付株式報酬としての新株発行を実行し、資本金及び資

本剰余金がそれぞれ5,152千円増加しております。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が55,152千円、資本剰余金が732,152千円とな

っております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書に関する注記）

売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

　当社グループは業績の季節変動要因を抱えています。人財ソリューション事業は、就職活動の時期に合わせた

サービス展開をしているため、当連結会計年度は、第４四半期において売上の集中を見込んでおります。また、

教育機関支援事業は、進学説明会の開催や学校のプロモーション活動が増加する上半期に売上が集中する傾向に

あります。

当第３四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年12月31日）

　当社グループは業績の季節変動要因を抱えています。人財ソリューション事業は、就職活動の時期に合わせた

サービス展開をしているため、従来は７月から９月に売上が集中していましたが、就職活動時期の早期化に伴

い、当連結会計年度は下半期、特に第４四半期に売上の集中を見込んでおります。また、教育機関支援事業は、

進学説明会の開催や学校のプロモーション活動が増加する上半期に売上が集中する傾向にあります。

前第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

減価償却費 3,313千円 3,754千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（重要な後発事象）

資本業務提携契約の締結、第三者割当による新株式の発行及び主要株主の異動

　当社は、2025年１月31日開催の当社取締役会において、株式会社プロネクサス（以下「プロネクサス」又は

「割当予定先」といいます。）との間で、2025年1月31日付で資本業務提携契約（以下、「本資本業務提携契約」

といい、本資本業務提携契約に伴う資本業務提携を「本資本業務提携」といいます。）を締結し、割当予定先に対

して第三者割当による新株式発行を行うこと（以下、「本第三者割当増資」といい、割り当てる株式を「本株式」

といいます。）を決議いたしました。また、本第三者割当増資に伴い、当社の主要株主の異動が見込まれます。

Ⅰ　本資本業務提携について

１．本資本業務提携の理由

当社グループは「わたしたちは、人や社会をベストな未来に導くために、心の通うメディアとコミュニケーショ

ンの場を創造します。」というグループ経営理念を掲げ、プロモーション支援事業、採用支援事業及び教育機関支

援事業の提供を行っております。

特に、大学キャリアセンターとの幅広い連携により就活生の登録を促進し、企業とのマッチングを行っている採

用支援事業は、新卒採用向けの合同企業説明会、人材紹介、採用代行サービス等を含めた採用活動全般のコンサル

ティングを展開し、1,080社のお客様にご利用いただいております(2024年10月末実績)。今後、経験者（中途）採

用事業の本格的な参入や、外国人大学生の就職支援も成長領域と捉え、お客様企業へのさらなる事業成長に貢献し

ていく方針です。

一方、プロネクサスは、ディスクロージャー・IRの分野を中核とした情報コミュニケーションの事業を展開して

おり、上場企業及び上場準備企業を中心とした約4,000社の強固な顧客基盤を有しています。プロネクサスは、

「新中期経営計画2024（新中計）」を策定し、「人財戦略・アライアンス戦略」を今後の成長戦略と位置づけてお

り、主に上場企業の人財採用における課題に対してソリューションを提供する取り組みを開始しました。

この一環として、当社とプロネクサスは2023年10月２日に業務提携契約を締結し、プロネクサスのお客様企業に

向け当社の採用コンサルティングの知見を加えた共同提案を行う体制を整え、主にプロネクサスの持つお客様企業

に向けて提案を開始いたしました。また、当社グループの印刷物に係る案件においては、プロネクサスの持つ印刷

事業に発注するなど、両社の経営資源を有効に活用する取り組みも同時並行で行いました。

業務提携契約を開始して以来、プロネクサスのお客様企業からの引き合いは想定以上に推移し、着実な成果を挙

げております。

これらの業務提携を進める過程で、当社グループとプロネクサスは、

プロネクサスは、人財採用に課題感を持つ企業が一層増加すると見込まれること

プロネクサスは、人財採用領域は上場企業に限ることなく提案できることから、自社の事業領域の拡大に繋

がること

当社は、これまで提案に至らなかった企業に向けて既存サービスを拡販できるようになるほか、伸長させて

いく方針の採用支援事業における「人材紹介分野」「採用代行分野」の早期拡販が期待されること

当社のプロモーション支援事業においても、プロネクサスの情報コミュニケーションの事業展開との連携が

可能であること

当社の採用業務代行や事務局代行の機能と、プロネクサスの印刷機能やコンテンツ制作の機能の相互活用に

より、両社に相乗効果をもたらすこと

など、複数の協議へ進展し、両社のさらなる事業成長に向けて、一層強固な関係を構築していくとの意見で

一致いたしました。

一方で、今後、これらの広範な事業連携を見据えると、当社は人財の確保と育成が急務となっています。また、

プロネクサスのお客様企業への一層の安心を提供できるよう情報セキュリティ関連の認証取得など個人情報管理に

おける一層の情報セキュリティ強化に伴う費用や業務代行機能、採用代行機能の拡充に向けた設備投資を早期に構

築する必要が生じてきています。

こうした背景を踏まえ、当社はプロネクサスとの間で協議等を行った結果、プロネクサスと資本関係の構築を伴

う提携を行うことが一層の企業価値向上に資すると判断し、プロネクサスとの合意を経て、2025年1月31日付で本

資本業務提携契約を締結するに至りました。
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（１） 名 称 株式会社プロネクサス

（２） 所 在 地 東京都港区海岸一丁目2番20号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 上野 剛史

（４） 事 業 内 容 決算書類、法定書類、IR関連書類等の制作、コンサルティング等

（５） 資 本 金 3,058,650,500円

（６） 設 立 年 月 日 1947年5月1日

（７） 発 行 済 株 式 数 27,716,688株

（８） 決 算 期 3月31日

（９） 従 業 員 数 1,660名（連結）915名（単体）

（10） 主 要 取 引 先 株式会社商船三井、協和キリン株式会社、ソニーグループ株式会社

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行

（12）
大株主及び持株比率

（ 注 ）

上野　守生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15.96%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　 　　　　9.67%

NORTHERN　TRUST　CO.（AVFC）RE　FIDELITY　FUNDS　　　　　6.35%

上野　誠子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5.53%

プロネクサス社員持株会　　　　　　　　　　　　　　　　　 4.51%

上野　吉生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　3.12%

上野　剛史　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.88%

峰戸松　明子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.86%

株式会社日本カストディ銀行（信託口）                     2.46%

岡田　達也　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.21%

２．本資本業務提携の内容等

（１）資本提携の内容

当社は、本第三者割当増資により、プロネクサスに合計１億5,000万円相当の当社普通株式160,000株（2025年1

月31日現在の発行済株式総数（自己株式を除く。）に、本第三者割当増資により発行される株式数を加えた数に対

する割合は10.00％）を割り当てます。これにより、本第三者割当増資後のプロネクサスの当社に対する議決権所

有割合は10.01％となる予定です。本資本業務提携により、当社およびプロネクサスは、より強固なパートナーシ

ップ関係を構築し、新たなサービスの共同開発や両社の事業を拡大させることを目指すため、必要な人員体制強化

のための人財の採用費用、採用人財の人件費及び研修教育費用への投資資金、プロネクサスのお客様企業への一層

の安心確保のため、情報セキュリティ関連の認証取得など個人情報管理の強化に向けた施設構築費用への投資資金

の調達を目的にしております。そのため、資本業務提携を実施することは、中長期的な視点からの当社の企業価

値、株主価値の向上となり、既存株主の利益にも資するものと判断しております。

なお、本第三者割当増資の詳細は、「Ⅱ.本第三者割当増資について」をご参照ください。

（２）業務提携の内容

当社の採用支援事業と、プロネクサスの人財領域における業務提携を一層強化し、両社で組織面での強化を行

い、スピーディかつ強固な連携体制を構築してまいります。両社間では、既に定例的に会議を実施して提案活動を

進めつつ、当社内においては、プロネクサスの取引企業様からの引き合いが大規模かつ全国展開していることを踏

まえ、サポートチームを強化し、全国の規模で即応できる体制を構築してまいります。

両社で提供する採用コンサルティングの提案内容は、事業内容を理解しやすく伝えるコーポレートサイト制作に

合わせ、採用サイトの作成、採用ノウハウの提供、メディア選定や採用活動の代行業務などに及びます。これらは

両社の双方の知見を結集して実現できるものであり、これらの提案強化に向けて取り組んでまいります。

合わせて、現状の採用活動が高度化かつ煩雑化していることを踏まえ、当社では増加が見込まれる採用代行業務

への機能の拡充を行ってまいります。当社の採用支援事業は新卒採用が主たる領域ですが、採用代行業務の拡販を

通じて経験者（中途）採用への拡大を図ります。

以上が主たる提携の内容となりますが、その他にも、当社のプロモーション支援事業と、プロネクサスの情報コ

ミュニケーションの事業への共同提案を進行させていくほか、プロネクサスの持つ印刷とコンテンツ制作機能、当

社が持つ採用代行、事務局代行の機能を相互活用することによる一層の売上向上に取り組んでまいります。

３．本資本業務提携の相手先の概要
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（13）
当社との関係

（2025年1月31日現在）

資 本 関 係 該当事項はありません。

人 的 関 係 該当事項はありません。

取 引 関 係

当社は割当予定先との間で2023年10月２日付けで業務提携

契約を締結し、採用支援事業、教育機関支援事業、プロモ

ーション支援事業に関する取引関係があります。

関連当事者への

該 当 状 況
該当事項はありません。

（14） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態

決算期 2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期

資 本 合 計 23,453百万円 24,436百万円 25,582百万円

資 産 合 計 35,559百万円 36,918百万円 38,583百万円

１株あたり親会社所有者帰属

持 分
918.12円 956.34円 1,001.02円

売 上 収 益 26,141百万円 26,804百万円 30,117百万円

税 引 前 利 益 2,623百万円 2,391百万円 2,528百万円

親会社の所有者に帰属する

当 期 純 利 益
1,762百万円 1,618百万円 1,779百万円

基 本 的 １ 株 当 た り

当 期 純 利 益
68.18円 63.43円 69.76円

１ 株 当 た り 配 当 金 35円 36円 36円

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025年1月31日

（２） 契 約 締 結 日 2025年1月31日

（３） 払 込 期 日 2025年２月28日

（４） 事 業 開 始 日 2025年1月31日

（１） 払 込 期 日 2025年2月28日

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式　160,000株

（３） 発 行 価 額 1株につき　958円

（４） 調 達 資 金 の 額 153,280,000円

（５） 募 集 又 は 割 当 方 法

（ 割 当 予 定 先 ）

第三者割当の方法により、割当予定先に対して以下の株式数を割り当てます。

株式会社プロネクサス　160,000株

（６）
そ の 他

上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生を条件としてお

ります。

① 払 込 金 額 の 総 額 153,280,000円

② 発 行 諸 費 用 の 概 算 額 7,000,000円

③ 差 引 手 取 概 算 額 146,280,000円

（注）発行済株式（自己株式を除きます。）の総数に対する保有株式数の割合を記載しております。

４．日　程

５．今後の見通し

下記「Ⅱ.本第三者割当増資について ８．今後の見通し」をご参照ください。

Ⅱ　本第三者割当増資について

１．募集の概要

２．募集の目的及び理由

上記「Ⅰ.本資本業務提携について １.本資本業務提携の理由」をご参照ください。

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（１）調達する資金の額

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。
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具体的な使途 金　額（百万円） 支出予定時期

①
事業連携に必要な体制強化のための採用・人財教

育等、人件費関連
141

2025年３月期から2028

年3月期まで

② 情報セキュリティの強化に向けた施策関連費用 5
2025年３月期から2028

年3月期まで

２．発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書作成支援費用、アドバイザリー費用、弁護士費用、登記関連費用等で

す。

（２）調達する資金の具体的な使途

※上記の資金使途に充当するまでの間、銀行口座その他安全性の高い方法にて管理いたします。

当社は、株式会社プロネクサスとの協業を通じ、パートナーシップ関係を構築し、新たなサービスの共同開発や

両社の事業を拡大させることを目指しております。具体的には、上記の手取概算額146百万円については、まず初

めに、割当予定先との事業連携を一層強固なものとするために必要な人員体制強化のための人財の採用費用、採用

人財の人件費及び研修教育費用への投資を予定しており、次に、割当予定先のお客様企業への一層の安心確保のた

め、情報セキュリティ関連の認証取得など個人情報管理の強化に向けた施設構築費用への投資を予定しておりま

す。なお、支出の正確なタイミングを予測することは一定の限界があるため、支出予定時期は、会計期間ごとに記

載するのではなく、一定程度確実に支出が見込まれる期間を記載しています。なお、資金使途及び支出予定時期に

変更があった場合は、速やかに開示いたします。

４．資金使途の合理性に関する考え方

本第三者割当増資は、上記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な使

途」に記載の使途に充当することにより、当社の中長期的な企業価値向上に資するものと考えており、本第三者割

当増資の資金使途については合理性があると判断しております。

５．発行条件等の合理性

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容

本第三者割当増資の払込金額につきましては本第三者割当増資に係る取締役会決議日(以下「本取締役会決議

日」といいます。)の直前営業日である2025年1月30日の東京証券取引所が公表した当社普通株式の終値(以下「終

値」といいます。)と同額である958円といたしました。

当該払込金額の算定方法として取締役会決議日の直前営業日における終値を採用したのは、直近株価が現時点で

の当社の実態をより適切に表していると考えており、客観性が高く合理的であると判断したためです。当該払込金

額は、同直前営業日から１か月遡った期間(2024年12月31日から2025年1月30日まで)の終値の平均値950円(円未満

切捨て)に対して0.84％のプレミアム、同直前営業日から3か月遡った期間(2024年10月31日から2025年1月30日ま

で)の終値の平均値915円(円未満切捨て)に対して4.70％のプレミアム、同直前営業日から６か月遡った期間(2024

年7月31日から2025年1月30日まで)の終値の平均値885円(円未満切捨て)に対して8.25％のプレミアムとなります。

上記のとおり、本第三者割当増資の払込金額の決定にあたっては、当社株式の価値を表す客観的な指標である市

場株価を基準としています。また、当該払込金額は、日本証券業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」

(平成22年４月１日制定)に準拠したものであるため、当社は、本第三者割当増資の払込金額の決定方法は合理的で

あると判断しております。この判断に基づいて、当社取締役会は、本第三者割当増資の条件について十分に討議、

検討を行い、取締役全員の賛成により本第三者割当増資につき決議いたしました。

なお、上記払込金額につきましては、当社監査役3名全員から、本第三者割当増資の払込金額は、本取締役会決

議日の直前取引日である2025年1月30日の終値と同額である958円であり、当社株式の価値を表す客観的な値である

市場株価を基準に、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠し、当社の直近の財政状態

及び経営成績等を勘案して決定されたもので、適正かつ妥当であり、割当予定先に特に有利な金額に該当せず、適

法である旨の意見を得ております。

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本第三者割当増資により発行される株式数は160,000株であり、当社普通株式の発行済株式総数(自己株式を除

く)1,440,105株(2024年９月30日現在)の11.11％(議決権総数14,391個に対する割合11.12％)に相当し、これにより

一定の希薄化が生じます。

しかしながら、本第三者割当増資は、当社と割当予定先との間の本資本業務提携に基づき実施されるものであ

り、本資本業務提携は、さらなる営業強化・連携、また新サービスの開発や提供を実施することなどにより、新規

及び既存顧客に対してのサービス強化を図るものです。したがって、本第三者割当増資は、将来的な当社の売上・

収益の拡大に結び付き得るものであり、当社の中長期的な企業価値の向上に寄与し、既存株主の利益にも資すると
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募集前（2024年９月30日現在） 募　集　後

合同会社Ａ・Ｇ・Ｓ 14.20％ 合同会社Ａ・Ｇ・Ｓ 12.78％

木村　勇也 12.30％ 木村　勇也 11.07％

木村　春樹 10.47％ 株式会社プロネクサス 10.00％

アクセスグループ社員持株会 4.84％ 木村　春樹 9.42％

木村　純子 3.47％ アクセスグループ社員持株会 4.36％

ＩＢＪファイナンシャルアドバイザリー株式

会社
3.30％ 木村　純子 3.12％

楽天証券株式会社 1.72％
ＩＢＪファイナンシャルアドバイザリー株式

会社
2.97％

J．P．Morgan　Securities　plc

（常任代理人：JPモルガン証券株式会社）
1.62％ 楽天証券株式会社 1.55％

株式会社一や 1.32％
J．P．Morgan　Securities　plc

（常任代理人：JPモルガン証券株式会社）
1.46％

株式会社ＳＢＩ証券 1.10％ 株式会社一や 1.19％

見込まれるものであり、これらを踏まえると、当社は、上記一定の希薄化の規模も考慮しつつ、発行数量及び株式

の希薄化の規模は合理的であると判断しております。

６．割当予定先の選定理由等

（１）割当予定先の概要

上記「Ⅰ．本資本業務提携について ３．本資本業務提携の相手先の概要」をご参照ください。

※　株式会社プロネクサスは、東京証券取引所プライム市場に上場しており、株式会社プロネクサスが東京証券取引所に

提出したコーポレート・ガバナンスに関する報告書(最終更新日、2024年6月28日)の「Ⅳ内部統制システム等に関す

る事項」「２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、反社会的勢力排除に向けた

基本的な考え方及びその整備状況が記載されており、当社において当該内容及び基本的な方針を確認しております。

さらに当社は、株式会社プロネクサスの担当者との面談内容も踏まえ、同社、同社の役員又は主要株主（主な出資

者）が暴力団等とは一切関係がないものと判断しております。

（２）割当予定先を選定した理由

上記「Ⅰ．本資本業務提携について １．本資本業務提携の理由」に記載のとおりです。

（３）割当予定先の保有方針

当社は、割当予定先との間の本資本業務提携契約において、本資本業務提携契約期間中、当社の事前の書面によ

る承諾がない限り、割当先が、直接又は間接を問わず、単独で又は第三者と共同して、当社株式の買増しその他追

加取得を行うことはできない旨規定する予定です。なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２

年以内に本第三者割当増資により取得する当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対

し書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容

が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。

なお、当社株主と割当予定先が締結する株主間契約の規定により、本株式を第三者に譲渡する場合には、当該株

主の書面による事前の承諾を要する旨の制限が付されております。当該株主の承諾を以って本株式の譲渡が行われ

る場合には、事前に譲受人の本人確認・反社チェック、取得する株式の保有方針を確認し、譲渡承認が行われた場

合には、その内容を開示いたします。

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容

当社は、株式会社プロネクサスが2024年11月11日に提出した半期報告書(2025年3月期)に記載の要約中間連結財

務諸表より、2024年９月30日時点において、同社が本第三者割当増資の払込みに要する充分な現金及び現金同等

物、その他流動資産を保有していることを確認し、当社としても、同社における本第三者割当増資の払込みのため

に必要な資金等の状況に問題はないものと判断しております。

７．募集後の大株主及び持株比率

（注）１.本第三者割当増資前の大株主及び持株比率は、2024年９月30日現在の株主名簿を基準としたものを記載してお

ります。

２.本第三者割当増資後の大株主及び持株比率は、2024年９月30日現在の発行済株式（自己株式を除く。）の総数に本第
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2022年９月期 2023年3月期 2024年3月期

連 結 売 上 高 3,683百万円 1,906百万円 3,452百万円

連 結 営 業 利 益 54百万円 57百万円 88百万円

連 結 経 常 利 益 38百万円 45百万円 73百万円

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益
11百万円 43百万円 127百万円

１株当たり連結当期純利益 9.18円 36.13円 94.84円

１ 株 当 た り 配 当 金 ―円 12円 15円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 374.08円 410.32円 597.44円

株　式　数 発行済株式数に対する比率

発 行 済 株 式 数 1,446,600株 100.00％

現時点の転換価額（行使価

額）における潜在株式数
― ―

下限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数
― ―

上限値の転換価額（行使価

額）における潜在株式数
― ―

2022年９月期 2023年３月期 2024年３月期

始　　値 927円 787円 940円

高　　値 1,470円 1,368円 1,721円

安　　値 755円 610円 760円

終　　値 787円 926円 830円

三者割当増資により増加する株式数を加えた数で除して算出しております。

３.持株比率は、発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する比率を記載しております。また、小数点以下第三位を

四捨五入して算出しております。

８．今後の見通し

本資本業務提携及び本第三者割当増資が当社の2025年3月期の業績に与える影響は、調達資金使途等に記載した

投資内容のうち蓋然性の高いものについては、既に開示している2025年3月期業績予想に、一部織り込んでおりま

す。その他業績に与える影響については現在精査中ですが、中長期的に当社の企業価値向上に資するものであり、

今後、業績予想修正の必要性及び開示すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。

９．企業行動規範上の手続きに関する事項

本件第三者割当は、① 希薄化率が25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと（新株予約

権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）こと

から、東京証券取引所の定める上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは

要しません。

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況

（１）最近３年間の業績（連結）

（注）１.2022年12月26日開催の第33期定時株主総会決議により、決算期を９月30日から３月31日に変更いたしま

した。従って、2023年３月期は2022年10月１日から2023年3月31日までの６か月間となっております。

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2024年９月30日現在）

（３）最近の株価の状況

①　最近３年間の状況
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８月 ９月 10月 11月 12月 １月

始　　値 930円 889円 837円 878円 923円 956円

高　　値 934円 900円 910円 933円 963円 968円

安　　値 719円 797円 837円 852円 905円 927円

終　　値 880円 841円 880円 910円 945円 958円

2025年1月30日

始　　値 953円

高　　値 967円

安　　値 952円

終　　値 958円

割 当 日 2023年５月31日

発 行 新 株 予 約 権 数

2,000個

第１回新株予約権：800個

第２回新株予約権：600個

第３回新株予約権：600個

発 行 価 額
総額2,148,200円（第１回新株予約権１個あたり1,294円、第２回新株予約権１個あた

り852円、第３回新株予約権１個あたり1,003円）

発 行 時 に お け る

調 達 予 定 資 金 の 額

（ 差 引 手 取 概 算 額 ）

243,848,200円

割 当 先 ケイマン諸島法に基づく免税有限責任会社EVO FUND

募 集 時 に お け る

発 行 済 株 式 数
1,219,800株

当 該 募 集 に よ る

潜 在 株 式 数
200,000株

現 時 点 に お け る

行 使 状 況

行使済株式数：200,000株

（残新株予約権数　０個）

現 時 点 に お け る

調 達 し た 資 金 の 額

（ 差 引 手 取 概 算 額 ）

224,121,800円

発 行 時 に お け る

当 初 の 資 金 使 途

新卒・進学両分野における自社メディアのリニューアルと日本語学校生、高度外国人

材、及び外国人大学生に向けた新サービスの構築費用に86,500,000円、②Ｍ＆Ａ及び

資本・業務提携に係る費用に50,000,000円、③金融機関との当座貸越契約による借入

金の返済87,621,800円を予定。

発 行 時 に お け る

支 出 予 定 時 期

2023年６月～2026年３月

2023年６月～2026年３月

2023年６月～2024年３月

現 時 点 に お け る

充 当 状 況

の一部9,682,200円と③の87,621,800円に対して既に充当しております。①の残り

76,817,800円、②の50,000,000円、合計126,817,800円に対してはまだ充当しておりま

せん。

②　最近６か月間の状況

（注）１.１月については、2025年1月30日までの状況を示しております。

③　発行決議日前営業日における株価

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況

第三者割当による第１回～第３回新株予約権の発行
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（１）募集株式数 普通株式　160,000株

（２）払込金額 1株につき958円

（３）払込金額の総額 153,280,000円

（４）増加する資本金及び資本準備金の額
増加する資本金の額　　　76,640,000円

増加する資本準備金の額　76,640,000円

（５）募集又は割当方法（割当予定先）

第三者割当の方法により、割当予定先に対して以下の株式数を

割り当てます。

株式会社プロネクサス　　160,000株

（６）払込期日 2025年２月28日

（７）その他
上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件としております。

11．発行要項
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